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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第17期

第１四半期
累計期間

第18期
第１四半期
累計期間

第17期

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

自平成28年４月１日
至平成29年３月31日

売上高 （千円） 96,540 129,313 629,336

経常損失 （千円） △89,544 △55,419 △90,396

四半期（当期）純損失 （千円） △90,277 △56,152 △93,349

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 2,032,255 2,032,255 2,032,255

発行済株式総数 （株） 2,593,100 2,593,100 2,593,100

純資産額 （千円） 2,731,894 2,680,067 2,732,392

総資産額 （千円） 2,796,396 2,761,809 2,835,155

１株当たり四半期（当期）純損失

金額
（円） △34.81 △21.65 △36.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

１株当たり配当額 （円） － － －

自己資本比率 （％） 97.7 97.0 96.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額で

あり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

なお、文中における将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

当社は、平成26年３月期以降前事業年度にいたるまで、４事業年度連続で営業損失を計上しております。このた

め、継続企業の前提に関する重要事象等が存在している可能性があります。しかしながら、財務面におきましては、

当第１四半期会計期間末での現預金残高は1,627百万円、自己資本比率も97.0％と、いずれも高い水準にあります。

当事業年度以降も引き続き新技術の開発と営業活動の強化を推し進め売上高の伸長を図るとともに、不要不急な経費

の圧縮等に注力し、損益状況のさらなる改善、黒字化を図ってまいります。従いまして、継続企業の前提に関する重

要な不確実性は認められないと判断しており、四半期財務諸表の注記には記載しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）業績の状況

　当第１四半期累計期間（平成29年４月１日～平成29年６月30日）における我が国経済は、タイトな雇用情勢にも

かかわらず実質賃金の上昇がほとんど見られないこと等から個人消費に力強さはない一方、円安傾向により輸出企

業を中心に企業業績は改善傾向を続ける等、緩やかな回復基調となりました。一方、目を海外に転じると、米国は

回復傾向を持続させていますが、欧州経済には英国のEU離脱問題や一部金融機関の経営不安が引き続き影を落と

し、また、原油価格の低迷や中国をはじめ新興国の景気も回復感が強くないなど、先行き不安を残して推移しまし

た。

　このような中、当社の主要顧客業界である電子機器関連業界は、事業の再編を進めつつも、新興国向けに機能・

性能を絞った製品の開発を進める一方、競争力の源泉である優れたアルゴリズムを用いた映像・画像・音声の圧縮

伸張技術を追求し続けております。

　具体的には、携帯型端末においてはワンセグ機能に加え、より高画質、大画面の方向に向かっていることから、

映像・画像の圧縮伸張コア技術であるビデオコーデックにおける優れたアルゴリズムを市場が求めております。ま

た、デジタル情報家電においても、高画質化に加え高音質化が求められており、低消費電力と合わせてそれらを実

現するオーディオコーデックが期待されてきております。さらに、動画像の配信・伝送分野においても、低ビッ

ト・レートでも高画質、高音質、低遅延を実現する圧縮伸張技術が必要不可欠のものとなっております。

　このような状況下、DMNAアルゴリズムを用いて高画質、高音質、低遅延はもちろん、地球環境にやさしい省エネ

ルギーなグリーン製品群を提供している当社は、国際標準規格に基づく圧縮伸張技術の機能強化ならびに受注活動

を行うとともに、独自規格のオリジナル・コーデックや圧縮してもデータが劣化しないロスレス技術、ソリュー

ション製品としての各種低遅延装置などをさらに国内外の市場に投入すべく営業努力を重ねてまいりました。

　当第１四半期におきましては、低遅延を実現する独自技術を用いたシステム案件のほか、海外案件では固定長圧

縮技術や低遅延装置案件の獲得に成功しております。

　一方、費用・損益面では、売上高の伸び悩みにより販管費などのコストを賄うことができず、損失を計上するこ

ととなりました。

　なお、当社の売上高は、主要顧客の決算期末（主として９月と３月）に集中する傾向がある一方、販管費等のコ

ストは、各四半期とも大幅な変動はない、という特徴を有しております。

 

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は129百万円（前年同期比33.9％増）となり、経常損失55百万円

（前年同期は経常損失89百万円）、四半期純損失56百万円（前年同期は四半期純損失90百万円）となりました。

 

　部門別の業績につきましては、次のとおりです。

 

（ソフトウェアライセンス事業）

　営業活動におきましては、単体IPでのライセンス営業から複数IPをモジュール化してのライセンス営業に力をい

れました。

　主要な案件としましては、H.264デコーダが監視システム向けに量産ライセンスとして採用されました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は46百万円となりました。
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（ハードウェアライセンス事業）

　営業活動におきましては、4K技術、ロスレス技術、H.265、スムージング技術を中心にライセンス営業活動、海

外案件獲得活動を展開しました。

　主要な案件としましては、スマホ向けに固定長圧縮技術の量産ライセンス（海外案件）を獲得しました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は46百万円となりました。

 

（ソリューション事業）

　営業活動におきましては、H.264LSIおよびCPUを搭載して使い勝手をよくした準汎用ボード化製品（TM5184MJC）

およびオリジナル・コーデックを用いて低遅延・高画質を両立させた小型版画像伝送システムや放送局向け低遅延

送り返しシステムの販売活動を中心に展開しました。

　主要な案件としましては、地方自治体の防災システム向けに低遅延・低ビット映像音声配信システム、車載装置

向け低遅延映像伝送システム、米国において放送局向け低遅延送り返しシステムの受注・販売に成功しました。ま

た、受託案件を１件獲得しました。

　以上の結果、当第１四半期累計期間の売上高は36百万円となりました。

 

（２）財政状態

　当第１四半期会計期間末における総資産は、現金及び預金や受取手形及び売掛金の減少などにより前事業年度末

より73百万円減少し、2,761百万円となりました。負債は、未払法人税等や引当金の減少などにより前事業年度末

より21百万円減少し81百万円となり、純資産は、四半期純損失の計上などにより前事業年度末から52百万円減の

2,680百万円となりましたが、自己資本比率は、97.0％と高い水準を維持しております。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

　当第１四半期累計期間における研究開発活動の金額は、90百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営者の問題認識と今後の方針について

　品質を第一とする開発方針を徹底することはもちろん、営業活動及び開発日程の管理を強化していくことによ

り、売上案件の受注確度を向上させるとともに応用システム分野（ソリューション分野）の本格的開拓を推進しま

す。高解像度、高速処理、低消費電力、低遅延など、ビデオ、オーディオのデータ圧縮技術もより高度なものが求

められてきております。当社は、市場の要求技術を常にリードしながら当社の技術及び応用システムが普及する戦

略を駆使し、また事業上関連する企業との協業も視野に入れて、売上高の増加を図ってまいります。

 

（６）重要事象等について

　当社は、平成26年３月期以降前事業年度にいたるまで、４事業年度連続で営業損失を計上しております。このた

め、継続企業の前提に関する重要事象等が存在している可能性があります。しかしながら、財務面におきまして

は、当第１四半期会計期間末での現預金残高は1,627百万円、自己資本比率も97.0％と、いずれも高い水準にあり

ます。当事業年度以降も引き続き新技術の開発と営業活動の強化を推し進め売上高の伸長を図るとともに、不要不

急な経費の圧縮等に注力し、損益状況のさらなる改善、黒字化を図ってまいります。従いまして、継続企業の前提

に関する重要な不確実性は認められないと判断しており、四半期財務諸表の注記には記載しておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,680,000

計 7,680,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,593,100 2,593,100
東京証券取引所

（市場第二部）
（注）１、２

計 2,593,100 2,593,100 － －

（注）１．完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２．単元株式数は100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

 平成29年４月１日～

 平成29年６月30日
－ 2,593,100 － 2,032,255 － 2,161,255

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,592,800 25,928 －

単元未満株式 普通株式      300 － －

発行済株式総数 2,593,100 － －

総株主の議決権 － 25,928 －

 

②【自己株式等】

該当事項はありません。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成29年４月１日から平成29

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、普賢監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当第１四半期会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,651,642 1,627,495

受取手形及び売掛金 286,772 209,832

電子記録債権 22,081 26,544

商品及び製品 27,963 30,116

原材料及び貯蔵品 21,813 21,693

その他 16,460 34,724

貸倒引当金 △1,318 △1,734

流動資産合計 2,025,414 1,948,671

固定資産   

有形固定資産 14,427 13,685

無形固定資産 1,491 1,394

投資その他の資産   

投資有価証券 759,309 764,866

その他 34,512 33,190

投資その他の資産合計 793,821 798,056

固定資産合計 809,740 813,137

資産合計 2,835,155 2,761,809

負債の部   

流動負債   

買掛金 7,422 4,493

未払法人税等 14,200 5,338

引当金 22,923 11,710

その他 54,209 54,504

流動負債合計 98,755 76,046

固定負債   

繰延税金負債 4,006 5,695

固定負債合計 4,006 5,695

負債合計 102,762 81,741

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,032,255 2,032,255

資本剰余金 2,161,255 2,161,255

利益剰余金 △1,470,197 △1,526,349

株主資本合計 2,723,313 2,667,161

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 9,078 12,905

評価・換算差額等合計 9,078 12,905

純資産合計 2,732,392 2,680,067

負債純資産合計 2,835,155 2,761,809
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（２）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年６月30日)

売上高 96,540 129,313

売上原価 4,901 9,312

売上総利益 91,639 120,000

販売費及び一般管理費 179,559 176,132

営業損失（△） △87,920 △56,132

営業外収益   

受取利息 86 27

受取配当金 618 1,249

投資有価証券売却益 463 －

その他 － 248

営業外収益合計 1,168 1,525

営業外費用   

支払手数料 700 710

為替差損 2,091 101

営業外費用合計 2,792 812

経常損失（△） △89,544 △55,419

税引前四半期純損失（△） △89,544 △55,419

法人税、住民税及び事業税 732 732

法人税等合計 732 732

四半期純損失（△） △90,277 △56,152
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【注記事項】

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

減価償却費 1,900千円 1,378千円

 

（株主資本等関係）

　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成

29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

　該当事項はありません。

 

（企業結合等関係）

　当第１四半期会計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　前第１四半期累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平

成29年４月１日　至　平成29年６月30日）

　当社は、単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（円） △34.81 △21.65

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（千円） △90,277 △56,152

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） △90,277 △56,152

普通株式の期中平均株式数（株） 2,593,100 2,593,100

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前事業年度末から重要な変動があった

ものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月９日

株式会社テクノマセマティカル

取締役会　御中

 

普賢監査法人

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 荒木　正博　　印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 佐賀　晃二　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ
マセマティカルの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第18期事業年度の第１四半期会計期間（平成29年４月１
日から平成29年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期財
務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
 
四半期財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四
半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノマセマティカルの平成29年６月30日現在の財政状態及び同日を
もって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認
められなかった。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
 
 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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